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コロナ感染症拡大 の中、着実な復興へ
令和３年度　会計別決算状況

会　計　別 歳　入　額 歳　出　額 翌年度へ繰越すべき財源 実質収支額

一　般　会　計 83億5648万円 72億 218万円 9億2450万円 2億2980万円

特
別
会
計

国民健康保険事業 13億 249万円 11億5916万円 1億4333万円

下 水 道 事 業 7億 242万円 6億9509万円 732万円

介 護 保 険 事 業 13億5459万円 13億1886万円 3573万円

後 期 高 齢 者 医 療 1億8592万円 1億8480万円 112万円

小　　計 35億4542万円 33億5792万円 1億8750万円

合　　計 119億 189万円 105億6009万円 9億2450万円 4億1730万円

＊万円未満は四捨五入、合計値や実質収支額は一致しない場合があります。

決算内容を問いただす…決算審査特別委員会
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令和４年
９月定例会

令和３年度
決算を認定

　

９
月
定
例
会
は
、
９
月
１
日
か
ら
９
日
ま
で
の
会
期
で
開
か
れ
、
報
告
１
件
、
町
道
路
線
の
認
定
、
条
例
改
正
５
件
、
令
和
４
年
度
一
般
会
計

と
４
特
別
会
計
の
補
正
予
算
、
人
権
擁
護
委
員
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て
審
議
し
、
い
ず
れ
も
原
案
ど
お
り
可
決
し
た
。

　

一
般
質
問
で
は
、
10
議
員
か
ら
11
問
行
い
、
行
政
側
の
考
え
を
問
う
た
。

　

ま
た
、
令
和
３
年
度
一
般
会
計
・
４
特
別
会
計
の
決
算
は
、
５
日
・
６
日
の
特
別
委
員
会
で
集
中
審
議
し
、
す
べ
て
の
決
算
を
認
定
し
た
。

町税
21億9691万円

26.3％

自主財源
34億1324万円

41％

依存財源
49億4323万円

59％

諸収入
1億1396万円

1.4%

寄附金・繰越金
8億1535万円

9.8%

財産収入
6059万円
0.7%

繰入金　3173万円　0.4%

分担金及び負担金
5517万円
0.7%

総務費
10億5330万円

14.6%

民生費
23億9955万円

33.3%
教育費

5億5934万円
7.8%

土木費
10億5315万円

14.6%

公債費
4億6609万円

6.5%

衛生費
5億3670万円

7.5%

消防費
2億3419万円

3.3%

災害復旧費
7億1423万円
10.4%

議会費　8033万円　1.1%
商工費　6933万円　1.0%

農林水産業費　1697万円　0.2%
労働費　1900万円　0.3%

使用料及び手数料
1億3953万円

1.7%

国庫支出金
22億7836万円

27.3%

町債
4億7114万円

5.6%

地方交付税
12億5239万円

15.0%

県支出金
4億6432万円

5.6%

地方消費税交付金　3億3000万円　3.9%
地方譲与税　3117万円　0.4%
その他　1億1586万円　1.4%

歳 入
83億5648万円

歳 出
72億218万円

町営・町有住宅
使用料など

町政運営全般、基金
積立、循環バスなど

町内学校・生涯学習
施設管理運営など

常備消防負担金、
急傾斜地工事など

道路・橋復旧工事
など

社会福祉、老人・児童
・障害福祉、子ども・
保育園運営費、生活保
護費など

公園遊具更新、
町道新設・改良工事、
町有・町営住宅、津
波一時避難場所など

健診、予防接種、
コロナワクチン接種、
ごみ処理など

町有地賃貸料
など

豪雨災害復興
基金など

一 般 会 計

コロナ関連
事業など

臨時財政
対策債など

社会福祉、
児童福祉など

町民税、
固定資産税、
たばこ税など

※表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない場合があります。
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